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一 会計基準のコンバージェンス（国際的収斂）をめぐる動向 

１ 我が国会計基準のこれまでの動向 

  我が国の会計基準は、１９９０年代後半以降、会計基準をめぐる国際的な

動向を踏まえつつ、投資家へより有用な情報を提供するという観点から、急

速に整備が進められた。連結会計、金融商品会計、退職給付会計、固定資産

の減損会計、企業結合会計等の基準が矢継ぎ早に整備され、今日、我が国会

計基準は、高品質であると同時に、一部相違はあるものの、全体として国際

的な会計基準とも整合性のあるものになっていると考えられる。 

 

２ 会計基準のコンバージェンスの動向 

しかし、金融・資本市場のグローバル化が進行する中、会計基準のコンバ

ージェンスの動きが更に加速化しており、各国の会計基準は互いに近づきつ

つある。 

こうした中、国際会計基準は、近年急速に使用が広まってきている。適用

の整合性等をめぐる議論が行われているものの、現在、ＥＵ諸国を含め多く

の国において採用ないしは使用が容認されており、また他の国においても自

国会計基準と国際会計基準との相互のコンバージェンスが進められている

とされている。 

米国も例外ではなく、米国財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）と国際会計基

準審議会（ＩＡＳＢ）は、２００２年のいわゆる「ノーウォーク合意」以来、

米国会計基準と国際会計基準とのコンバージェンスに向け議論を積み重ね

てきており、本年２月、具体的なコンバージェンス項目と、各項目について    

２００８年までにコンバージェンスの完了又は計測可能な進捗を達成する

こと等を盛り込んだ、作業計画（ＭＯＵ）が合意された。 

また、我が国の企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）も、２００５年３月から、

ＩＡＳＢと相互の基準のコンバージェンスに向けた議論を開始し、本年３月

には第３回会合が開かれ、コンバージェンスの加速化に合意している。さら
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に、ＡＳＢＪは、２００６年５月から、ＦＡＳＢとの協議も開始している。 

 

３ 金融・資本市場監督当局の動向 

このようなコンバージェンスの進展等を背景に、主要金融・資本市場の監

督当局間においても新たな相互承認の動きが出てきている。 

米国証券取引委員会（ＳＥＣ）は、ＥＵにおいて域内上場企業に対する国

際会計基準の適用が義務づけられたこと等を踏まえ、２００５年４月に、い

わゆる「ロードマップ」を発表した。「ロードマップ」は、今後のコンバー

ジェンスの進捗等を踏まえ、現在、国際会計基準に基づく財務報告に対して

米国において要求している数値調整措置を、２００９年を目標に撤廃する道

筋を明らかにしている。 

他方、欧州委員会(ＥＣ)は、ＥＵ市場で資金調達を行う域外企業に対して

も、国際会計基準又はこれと同等の基準の使用を義務づけるとの方針のもと、

日・米・加の会計基準について、当該国の当局と協議しつつ、同等性評価の

作業を進めてきた。その過程で欧州証券規制当局委員会（ＣＥＳＲ）は、日

本基準については、国際会計基準と「全体として同等」とした上で、２６項

目について追加開示等の補正措置が必要と助言した。今般、ＥＣは、国際的

なコンバージェンスが進展していること等を踏まえ、当該措置の適用開始を、

当初案の２００７年１月から２００９年１月まで延期するとともに、最終的

な同等性評価を行うために、相互の基準のコンバージェンスの進捗状況等に

ついてモニタリングを継続的に実施し、２００８年４月までに評価報告書を

策定することを提案した。 

 

二 今後の対応 

１ コンバージェンスへの前向きな対応 

会計基準のコンバージェンスは、我が国経済の将来的な戦略に関わるもの

である。我が国経済にとって、将来に向かって、その成長力・競争力を強化

するためには、まず公正で透明な市場を確立し、市場活力の維持と向上を図

ることが大前提となる。そのためにも、投資家重視の視点を改めて確認し、

我が国金融・資本市場への信認を確保していく必要がある。 

会計基準は投資家が企業そして市場を選ぶ際の尺度であり、尺度に信頼性

がなければ企業の内外市場での資金調達に支障をきたすとともに、市場自身

の魅力も色褪せてしまう。会計基準は金融・資本市場の最も重要なインフラ

の一つである。内外の市場や取引が一体化しつつある状況を踏まえると、内
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外の投資家の信認を広く勝ち取れるような高品質かつ国際的に整合的な会

計基準の整備が求められている。 

また、我が国企業の事業活動という面からも、我が国会計基準が外国にお

いて受け入れられなければ、我が国企業の海外市場での資金調達に支障が生

じることにもなりかねない。 

米国やＥＵを中心に、国際的にコンバージェンスに向けた具体的な取組み

が加速化している状況を踏まえると、我が国会計基準が国際的に通用しない

ローカルな基準となってしまわないようにするためにも、会計基準のコンバ

ージェンスに対してより積極的に対応し、より高品質な基準を目指すべきで

ある。そのためにも、関係者が一丸となり、相互の協力体制を確立・強化し

て対応していくことが望まれる。 

なお、会計基準を互いに近づけていくコンバージェンスを進めるに当たっ

ては、各国の法制度や取引実態等の相違を相互に踏まえることも重要である。

また、コンバージェンスに対応して会計基準を設定する際、会計基準の適用

に対する市場による評価などを踏まえつつ、適切なデュー・プロセスを経て

進める必要があることは言うまでもない。 

 

２ ＥＵの同等性評価等を視野に入れた計画的な対応 

我が国会計基準については、最近１０年程度において急速に整備されてき

たところではあるが、コンバージェンスに関する国際的な動向等を踏まえる

と、コンバージェンスに向けた更なる取組みが期待されているものと考える。 

その上で、ＥＵによる同等性評価に向けたスケジュールを視野に入れると、

２００８年初めまでに、相互にコンバージェンスの達成が可能な項目につい

てコンバージェンスを図るとともに、コンバージェンス達成に時間を要する

項目についても作業の進捗について一定の方向性を示すことが重要となる。

そのためには、早急に具体的な工程表が策定され、内外の関係者に対し、我

が国の取組みが示されていくことが適切である。 

その際、ＥＵによる同等性評価を踏まえ、相互にコンバージェンスを進め

る観点からは、既に同等性評価の過程でＣＥＳＲから補正措置が提案されて

いる２６項目に留意していくこと、その中でも、補完計算書等が提案されて

いるような、開示上重要と考えられる項目の取扱いについて特に留意してい

くことが期待される。 
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３ 相互承認に向けた外国との対話の強化 

ＥＵによる同等性評価においては、今後、ＥＣが２００８年初めまでに報

告書をまとめることとされており、そのために、コンバージェンスの進捗状

況をＥＣがモニタリングしていくこととされている。このモニタリングを円

滑に進めていくためにも、金融庁は、ＥＣと連携して双方向にコンバージェ

ンスの進捗をモニタリングする体制を構築し、相互承認に向けて努力してい

く必要がある。 

また、米国市場において、我が国会計基準に基づく財務諸表が受け入れら

れる可能性を模索することも考えられる。ＳＥＣは、米国会計基準以外の会

計基準に基づく財務諸表の受入を判断するに当たって、当該会計基準が包括

的かつ高品質であり、整合的に解釈・適用されていることなどに加え、米国

市場で広く使用されていることを想定しており、我が国会計基準の相互承認

は、現状からすれば、必ずしも容易ではないが、金融庁においてはＳＥＣと

の積極的な対話を粘り強く進めていくことが肝要である。 

 

４ 国際会計のルール作りに関与しうる人材の確保・育成 

コンバージェンスを戦略的・計画的に進めていくためには、国際会計をめ

ぐる人材の確保・育成も重要な課題となる。国際会計基準の策定に関しては、

既に、ＩＡＳＢよりＡＳＢＪに対し、ＩＡＳＢがＦＡＳＢと進めているコン

バージェンスのプロジェクトに対してＡＳＢＪからの人材派遣を受け入れ

る旨の提案がなされているところである。本提案については、国際的なルー

ル作りに関して我が国の発言力を確保していくためにも前向きな対応が期

待されるところであり、その際、経済界、公認会計士界等においても、人材

面での積極的な協力が期待される。 


